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1　序論

　Behrman　and　Sah（1984）は，対外援助の交付側が発展途上国に援助金を

分配するとき，交付側がいかに効率（発展途上国の所得の合計値の最大化）と

平等（発展途上国の所得の均等化）のトレードオフに直面しているのかを定量

的に分析した．そこで，本稿は，Behman　and　Sah（1984）のモデノレを地方

財政の分野に応用し，中央政府が地方に補助金を分配するとき，中央政府がい

かに効率（国民所得の最大化）と平等（地域間所得の均等化）のトレードオフ

に直面しているのかを定量的に分析することを目的としている．それゆえ，本

稿で使用される理論モデルや実証モデルは，Behman　and　Sah（1984）のモ

デノレと基本的には同じものである．ただし，式の表現，等において，Behm乱n

and　Sab（1984）と異なった表現を用いた箇所もある．本稿は，対外援助のモ

デノレを地方財政の分野に応周したにすぎないが，それでも，これまで効率と乎

等のトレードオフを明示的に考慮したモデノレを使って，補助金の地域間分配を

実証的に分析した研究がなかったことを考えると，本稿の意義もそれなりにあ

ると思われる．

　第2節では，中央政府が，地域の所得発生関数と利用可能な補助金総額を制

約条件として自己の効用関数を最大化するとき，どのような条件が成立すれぱ，

補助金の最適な地域間分配ルーノレが得られるのかを一般的な関数形を使って検

討する．第3節では，関数形を特定化して，中央政府が地方に補助金を分配す

るとき，中央政府がいかに効率と平等のトレードオフに直面しているのかを定
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（66） 一橋論叢第101巻第6号

量的に分析できる実証モデルの導出を行ない，第4節では，そのモデルを使っ

て，日本の都道府県を対象に実証分析を行なう．そして，第5節では，本稿で

展開した主張を総括し，分析上の問題点を指摘する．

2理論的枠組

　ここでは，中央政府は，地域の所得発生関数と利用可能な補助金総額を制約

条件として，自己の効用関数を最大化するように行動するものと仮定する．1

国は冊個の地域から成り，づ番目の地域の所得は巧，人口はルとする．そ

れゆえ，｛番目の地域の平均所得吻は，吻＝巧帆と定義され，単純化のた

め，吻が｛番目の地域の個人所得を代表するものと考える1）．6番目の地域所

得巧は，所得発生関数によって決定されるものとし，所得発生関数は，その

地域が受け取る補助金んとその地域に存在する他の生産要素のペクトルx‘

によって決定されるものとする2）．すなわち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂巧
　　　　　　　　　　　　巧＝巧（ん，X。）；一〉0　　　　　．（1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ん

それゆえ，ここでは，補助金を所得の発生に寄与する生産要素の一つとみなし

ている．ただし，単純化のために，｛番目の地域に対する補助金は，づ番目の

地域の所得に対してのみ寄与すると考え，補助金の地域間スビル才一バー効果

は無視する．

　次に，補助金総額λは，中央政府が補助金の分配を決める時点では一定であ

るものとし，補助金は全て地域に分配されつくすものとする．すなわち

　　　　　　　　　　　　　　　λ＝Σん
　　　　　　　　　　　　　　　　　‘＝1

　中央政府の効用関数豚は，各地域の平均所得と各地域の人口によって決定

されるものとする．すなわち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂π
　　　　　　　　　W＝W（独，…，伽，凧，…，凡）；一〉0　　　　（2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂眺

　ここで，平均所得で定義した各地域の所得発生関数と補助金総額を制約条件
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として，中央政府の効用関数を最大化するための一階の条件を求めてみよう．

そのために，次のようなラグランジュ関数をつくると

・一豚（仙…・帆…篶）・刺吻一篶（青：ム）／＋ん（∠与）

上式をんと〃で徴分し，最大化のための一階の条件を求めると

∂z　　2｛∂篶
一＝　　　　　λ」≡O
∂ム　　珊∂ん

∂z　∂w
一＝一十λFO∂吻　∂吹

2つの式を整理すると

　　　　　　　　　　　　　　1∂W∂巧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ■≡O　　　　　　　　　　（3）
　　　　　　　　　　　　　　凧∂吻∂ん

ここで，（3）式がいかなるインプリケーシ目ンをもつかをみるために，2つの

地域のケース（｛＝1，2）を考えると，（3）式より

∂W　1∂巧
∂μ、妬∂ん

∂〃　1∂y1

∂晩　W1∂ム

上式の左辺は，中央政府の効用関数の無差別曲線の傾きを示しており，右辺は・

所得可能性曲線の傾きを示している．それゆえ，無差別曲線と所得可能性曲線

の接点によって決定される地域の平均所得の組合せを達成するように補助金を

分配することが，中央政府にとっての最適な補助金分配のルーノレであると言え

る．

　このような最適な補助金分配のノレールは，同じ人口をもつ2つの地域の例を

使って，図示することができる．それを示したのが図1である．所得可能性曲

線は，曲線q．q。によって示されるが，生産要素に関する収穫逓滅を仮定すれぱ，

上に凸の形状をとる．当初，2つの地域の平均所得の組合せがqoで示されるも

のとすれば，補助金の地域間分配を通じて，Eで示される地域の平均所得の
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図1

ツ1

J1　　　　軌

組合せを達成することが，中央政府にとって最適な選択となる．曲線脳3の

間に均衡点亙がくれぱ（内点解のケース），2つの地域とも正の補助金を受け取

ることになるが，他かg3に均衡点がくれぱ（端点解のケース），一方の地域

には全く補助金が行かないことになる．以下の分析では，均衡において内点解

が成立するものとし（すなわち，分析の対象となる地域は，正の補助金を受け

取っている地域のみを取り上げる），（3）式が意味をもつものとみなすことに

する．

3　関数の特定化

　補助金の最適な分配ルールを示す（3）式を使って，中央政府による地域間

平均所得の不平等回避の程度を明示的に推定するためには，（1）式で示される

地域の所得発生関数と（2）式で示される中央政府の効用関数を明示的な関数

形として特定化する必要がある．Behman　and　Sah（1984）に従い，次qよ

うに関数形の特定化を行なう．

　まず始めに，中央政府の効用関数を特定化するが，中央政府による地域間

平均所得の不平等回避の程度を示すバラメーターを含む関数として，Kolm－

PO11乱k型の効用関数（以下では，KP型と略称）とCES型の効用関数を考

える．
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KP型の効用関数は，次のように特定化される．

　　　　　　　　　　　　1γ→1・（絆刈　　　（・）

ただし，w＝Σα州であり，α｛は｛番目の地域に対する重要度を示す．また，
　　　　　　｛，1
γは，中央政府による地域間平均所得の絶対的な不平等回避の程度を示すバラ

メーターであり，非負の値をとる3）．

　KP型の効用関数が絶対的な不平等回避を取り扱っていることは，2つの地

域のケース（仁1，2）を取り上げることで示すことができる．2．つの地域が同

じ人口をもち，等しい重要度を与えられているものとし，KP型の効用関数の

無差別曲線の傾きを求めると

釧”一イ㎞州

それゆえ，KP型の効用関数の無差別曲線の傾きは，γの値次第で，絶対的な

不平等（晩と砂1の差額）を犬きく反映したり，小さく反映したりすること

がわかる．そして，バラメーターγは，効率と平等のトレードオフに関する

情報を与えており，γが大きな値をとるほど，地域の平均所得に対する中央政

府の不平等回避の程度が大きくなる．γ→ooのとき，（4）式は，π＝min（砂｛）

・となり，最も小さな値をとる地域の平均所得によってのみ，中央政府の効用が

決定される（ロールズ的な効用関数）．他方で，γ→Oのとき，（4）式は，W＝

書祭とな1，寿をウーイ1とした地域所得の合計値によ一℃中央政

府の効用が決定される（功利主義的な効用関数）・

　ここで，（4）式を物で微分すると

　　　　　　　　　　　　　　∂w
　　　　　　　　　　　　　　一害X吻凧ガ舳　　　　　　　　　　　　（5）
　　　　　　　　　　　　　　∂砂｛

　　　　　　　　1ただし，x一冊　　　　である．xは経時的に変化すると考えられるが，一
　　　　　　Σψア。θ一舳

　　　　　　｛！1
時点では一定とみなすことができる．

　次に，中央政府による地域間平均所得の不平等回避の程度を示すパラメータ
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一を含むもう一つの関数として，CES型の効用関数を考える．CES型の効用

関数は，次のように特定化される．

・一（含蝋戸）占 （6）

ただし，εは，中央政府による地域間平均所得の相対的な不平等回避の程度を

示すバラメーターであり，非負の値をとる．

　CES型の効用関数が相対的な不平等を取り扱っていることは，KP型のケ

ースと同様に・2つの地域（ト1，2）を取り上げることで示すことができる．

2つの地域が同じ人口をもち，等しい重要度が与えられているものとして，

CES型の効用関数の無差別曲線の傾きを求めてみると

叢1r（ガ

それゆえ，CES型の効用関数の無差別曲線の傾きは，εの値次第で，相対的

な不平等（μ・と晩の比率）を大きく反映したり，小さく反映したりするこ

とがわかる．そして，バラメーターεは，効率と平等に関する情報を与えて

おり，εが大きな値をとるほど，地域間の平均所得に対する中央政府の不平等

回避の程度が犬きくなる．ε→o。のとき，（6）式は，W≡min（ωとなり，最

も小さな値をとる地域の平均所得によってのみ，中央政府の効用が決定される．

他方で，ε≡Oのとき，（6）式は，豚＝Σ吻珊吻となり，吻をウェイトとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝1
た地域所得の合計値によって申央政府の効用が決定される．

　ここで，（6）式を晩で徴分すると

　　　　　　　　　　　　　　∂豚
　　　　　　　　　　　　　　π＝0ω榊・一‘　　　　　　（7）

ただレ・一（さ榊戸）吉である・・は経時的に変化する1考えられる批

一時点では一定とみなすことができる．

　次に，地域の所得発生関数の特定化を行なうが，Behman　and　Sah（1984）

に従い，次のように示すことにする．

　　　　　　　　　　　　　　巧＝凪■。β‘9也（X。）　　　　　　（8）
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　　　　　　　　　地域間所得の不平等回避と補助金の分配　　　　　　　　（ア1）

ただし，助は｛番目の地域の技術効率パラメーター，β1はづ番目の地域への

補助金に関する地域所得の弾カ性，g｛は補助金を除く4番目の地域の生産要

素が地域所得の発生に寄与する部分を示している．

　ここで，（8）式をんで徴分すると

　　　　　　　　　　　　　　　∂巧　　巧
　　　　　　　　　　　　　　　π哨石　　　　　（・）

　ここで，KP型の効用関数を用いたときの最適な補助金分配ノレールを求める

ために，（5）式と（9）式を（3）式に代入して整理すると

　　　　　　　　　　　　　　λ・＿Kβ・α。ε一”‘

　　　　　　　　　　　　　　巧　　λ■

両辺の対数をとると

　　　　　　　　　　　　　1・（〃巧）＝んr榊　　　　　　（10）

ただし，伽＝lnK－ln2■十1nβ｛十1nα｛である．

　同様に・CES型の効用関数牽用いたときの最適な補助金分配ルールを求め

てみると，（ア）式，（9）式，（3）式から

　　　　　　　　　　　　　　　λ・＿0β・吻

　　　　　　　　　　　　　　　巧　λ〃1

両辺の対数をとると

　　　　　　　　　　　　1・（〃巧ト吻一ε1・眺　　　　　　（11）

ただし，θ｛＝ln0－ln2ム十1nβ｛十1n吻である．

　次に・KP型の効用関数を用いたとき，一人当たりの最適な補助金分配ル

ールがいかなるインプリケーシ国ンをもつかを検討するた．めに，（10）式を変

形すると

　　　　　　　　　　　　　　　ん　　比一〃．
　　　　　　　　　　　　　　　一＝〃　　　　　　　　　　（12）
　　　　　　　　　　　　　　　珊

ただし・ここでは・単純化のために，中央政府が各地域に与える重要度は全て

同じ（α｛＝α）とし，地域への補助金に関する地域所得の弾力性も全ての地域

で同じ（β戸β）として，伽を定数（細＝后）とみなしている．
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　（12）式を伽で徴分すると

　　　　　　　　　　　　1（金）

　　　　　　　　　　　　　　　＝（1一〃）・此一閉　　　　　（13）
　　　　　　　　　　　　　∂腕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　　　　　　　　1それゆえ，全ての地域において伽＞一ならぱ，一人当たりの所得が大きい地
　　　　　　　　　　　　　　　　γ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
域ほど，一人当たりの補助金を少なく分配するこ一とが望ましく，逆に，眺＜7　　　．

であれば，一人当たりの所得が大きい地域ほど，一人当たりの補助金を多く分

配することが望ましいと言える。

　同様に，CES型の効用関数を用いたとき，一人当たりの最適な補助金分配

ルールがいかなるインプリケーシ目ンをもつかを検討してみよう．そのために，

（ユ1）式を変形すると

　　　　　　　　　　　　　　些一砂、・一・〆　　　　　（・・）
　　　　　　　　　　　　　　凧

ただし，単純化のために，先のケースと同様に，吻とβ壱が全ての地域にお

いて同一と仮定し，C｛を定数（O｛＝O）とみなしている．

　（14）式を腕で徴分すると

　　　　　　　　　　　　1（宗）

　　　　　　　　　　　　一＝（1一ε）的｛一1　　　　　　　　　　（15）
　　　　　　　　　　　　　∂腕

それゆえ，ε〉1ならぱ，一人当たりの所得が犬きい地域ほど，一人当たりの

補助金を少なく分配することが望ましく，逆に，ε＜1ならぱ・一人当たりの

所得が犬きい地域ほど，一人当たりの補助金を多く分配することが望ましいと

言える．

4　実証分析

本節では，前節で導出した補助金の最適な分配ルールを示す実証モデルを使

って，効率（地域所得の合計値の最大化）と平等（地域の平均所得の均等化）

のトレードオフに直面する中央政府が，どの程度，地域間の平均所得の不平等
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を回避しようとしたのかを定量的に分析することにする．

　分析の栽象とした地域は，都道府県とし，OLSによるクロスセクション分

析を昭和40，45，50，55，60年度について行なった、使用した推定式は，第3節

で導出された中央政府にとっての最適な補助金分配ルールを示す2本の式であ

る．すなわち，KP型の効用関数を用いて導出された（10）式とCES型の

効用関数を用いて導出された（11）式である．ただし，単純化のために，中央

政府が各地域に与える重要度は全て同じ（αFσ）とし，地域への補助金に関

する地域所得の弾カ性も全ての地域で同じ（β｛≡β）として，（10）式の細を

一定（細＝尻），（11）式のo｛も一定（o｛＝o）とみなしている．それゆえ，実

際の推定に使った式は，以下のとおりである．

　　　　　　　　　　　　1・（λ仙）≡ん一γ眺　　　　　　（1O’）

　　　　　　　　　　　　1・（〃｝一）＝・一ε1・眺　　　　　（11’）

上式から，必要とされるデータは，地域への補助金ん地域の所得巧・地域

の平均所得眺である．地域への補助金ムに対応するデータとして，各都道

府県に対する地方譲与税と地方交付税の合計値（A1）と各都道府県に対する

国庫支出金（A2）を用いた4）．前者は一般財源とみなされ，後者は使途を特

定化された財源とみなされているので，分けて分析することにした．地方譲与

税と地方交付税の合計値と国庫支出金ともに，ゼロとなる都遭府県がなかった

ので，第2節で検討した内点解のケースが成立し，（10’）式と（11’）式は有効

であると考えられる．地域所得巧に対応するデータとしては，県内所得を用

いた5〕．なぜならぱ，ここでは，地域への補助金がその地域の生産に寄与し，

所得を発生させるものと考えているので，所得を分配時点でなく，生産時点で

つかまえる必要があるからである．地域の平均所得晩に対応するデータとし

ては，県内所得を昼間人口で除したものを用いた6）・夜間人口でなく，昼間人

口を使用した理由は，先に述べた理由と同様に，地域への補助金がその地域の

生産に寄与し，所得を発生させるものと考えているので，生産に寄与した時点

での人口が，その地域での人口とみなされなけれぱならないからである．それ

ゆえ，本稿における地域所得の定義は，夜間人口でなく，昼間人口に対応した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　845
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ものであることに注意する必要がある・また，本来ならぱ，中央政府が補助金

の分配を決定する時点では，その期に実現する地域所得と人口の値がわからな

いので，入カデータとしては，中央政府が予想した値を用いなけれぱならない

が・ここでは・単純化のために，中央政府の完全予見を仮定し，現実値を用い

た．

　　　　　　　　　　　　　　　　　表1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

~f~~~~!~ ~~~~~~ 
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R~~1 3.3244* 0.004348* 0.75 45 -0.08940 
55~P (0.58923) 

0.001909* 
(0.000367) 

o.72 45 
(0.27839) (0.000173) 

~~i~A1 4.1544* o .004084 * 0.67 45 -0.52173 
(0.81789) 

0.001438* 
60 ~P (0.000418) 

0.71 45 
(0.26473) (0.000135) 

~i~ c
 

e
 

I~2 d. f. c
 

E
 
R2 d. f-

E~~J 36.332* 7.3912*t 0.78 44 9.0059* 2.2425*t 
(3.2145) 

0.77 
40iP (0.59128) 

44 
(0.98411) (0.18102) 

CES~~: RiS~1 38.936* 6.9030*t 0.75 44 1 1 .693 * 2.4254*t 
45~P (3.6513) 

0.85 44 
a)ir- (0.58794) (0.9523) (0.15335) 

;~ (1 1') R~f~1 56.044* 8.6391*t o.62 45 18.116* 3,077*t 
50~P (6.8389) 

0.67 
(o.98757) 

45 

s!~ 
(2.1707) (0.31346) 

~~{~Q 47.823* 6.9852*t 0.68 45 20.608* 
(5.1695) 

3.2244*t 
55~F 

o.73 
(0.70246) 

45 
(2.1407) (0.29089) 

B~~1 58.88 1 * 8.2896*t 0.63 45 19.738* 
(7.0731) 

3 .0498 * t o.72 
60~F (0.93639) 

45 
(2.0888) (0.27653) 

　（注）　‡は。1％水準て有意にOと異なることを示す．

　　　†は，目の推定値が1％水準で有意に1よO大である＝とを示す．

　　カヅコ内は標準誤差である．
　　昭和40．45年は，データ入手の割約により1沖縄県が合まれていない．

　上記のデータと（101）式と（11’）式を使い，中央政府による地域間平均所

得の絶対的な不平等回避パラメーターγと相対的な不平等回避パラメーターε

の推定値を求めたが，その緒果を示したのが表1である7）．

　まず始めに，KP型の効用関数を用いたときに得られる絶対的不平等回避パ

8｛6



地域間所得の不平等回避と補助金の分配 （75）

ラメーターγの推定値について検討すると，γの推定値は，一般補助金（地方

譲与税と地方交付税の合計）と使途特定化補助金（国庫支出金）の両方とも，

各分析対象年度においそ，1％水準で0よりも有意に大であるので，中央政府

は効率のみならず，地域間の平均所得の絶対的な平等も考慮に入れて，補助金

を分配していたと考えられる．そして，各年度ごとに，一般補助金を対象にし

て得られたγの推定値と使途特定化補助金を対象にして得られたγの推定値と

を比較すると，一貫して前者の方が後者よりも大きな値をとっていることがわ

かる．それゆえ，一般補助金の方が，地域間の平均所得の絶対的な平等をより

重視した補助金であると言えよう．このことは，地方交付税が，主として地域

間の財政カ格差の是正のために使われてきたという主張とも一致する。また，r

の推定値を時系列的に比較すると，一般補助金を対象にして得られたγの推定

値と使途特定化補助金を対象にして得られたγの推定値の両方とも，経時的に

小さな値をとる傾向にある．このことは，中央政府が，地域間の平均所得の

絶対的な平等よりも効率（地域所得の合計値の最大化）を年々重視しつつあ

るということを意味する．その理由としては，たとえ地域間の平均所得の相

対的な差が一定だとしても，経済が成長している隈り，絶対的な差は拡犬せ

ざるをえないので，中央政府は，地域間の平均所得の差を重視することを放棄

せざるをえなかったからではないか，と思われる．ところで，第3節では，

KP型の効用関数を用いたとき，地域の平均所得〃と一人当たりの最適な補

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1助金との関係を分析したが，そのときの結論は，全ての地域において，物＞一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ
ならぱ，一人当たりの所得が犬きい地域ほど，一人当たりの補助金を少なく分

　　　　　　　　　　　　　1
配することが望ましく，眺く一ならぱ，一人当たりの所得が大きい地域ほど，
　　　　　　　　　　　　　γ
一人当たりの補助金を多く分配することが望ましいというものであった．一般

　　　　　　　　　　　　　1
補助金を対象にして得られた一の値は，昭和40，45，50，55，60年度について，
　　　　　　　　　　　　　γ
それぞれ，33．94，74．69，120．48，229．97，244．86であり，使途特定化補助金を対

　　　　　　　　1象にして得られた一の値は，昭和40，45，50，55，60年度について，それぞれ，
　　　　　　　　γ
117．82，224．44，354．13，523．94，695．51であった．他方で，地域の平均所得の最低

値は，昭和40，45，50，55，60年度について，それぞれ，ユ52．56，305，36，756．04，
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（76） 一橘論叢第101巻第6号

1144－8．1448．2であった（単位は1000円）．それゆえ，各年度において，一般

　　　　　　　　　　　　　　　　1補助金，使途特定化補助金ともに，一の値が地域の平均所得の値を下回った
　　　　　　　　　　　　　　　　γ
ので，中央致府は，一人当たりの所得が大きい地域ほど，一人当たりの補助金

を少なく分配していると予想される．実際に，中央政府は，一人当たりの所得

が大きい地域ほど，一人当たりの補助金を少なく分配する傾向にあるので，こ

の結論は現実とも一致している、

　次に，CES型の効用関数を用いたときに得られる相対的不平等回避パラメ

ーターεの推定値について検討してみよう．εの推定値は，KP型のケースと

同様に，一般補助金と使途特定化補助金の両方とも，各分析対象年度において，

1％水準で有意に0より大であるので，中央政府は効率のみならず，地域間の

平均所得の相対的な平等も考慮に入れて補助金を分配していたと考えられる．

そして，各年度ごとに，一般補助金を対象にして得られたεの推定値と使途特

定化補助金を対象にして得られたεの推定値を比較すると，KP型のケースと

同様に，一貫して前者の方が後者よりも大きな値をとっていることがわかる．

それゆえ，CES型のケースにおいても，一般補助金の方が，地域間の平均所得

の相対的な平等をより重視した補助金であると言えよう．また，εの推定値を

時系列的に比華交すると，一般補助金を対象にして得られたεの推定値は，使途

特定化補助金を対象にして得られたεの推定値よりも大きな値をとっているも

のの，年度ごとの変動が犬きくなっている．このように変動が大きいのは，一

般補助金が基本的には地域間の平均所得の相対的な平等化を目指す政策手段で

あるものの，年度ごとに効率をやや重視したり，平等をやや重視したりするこ

とがあるためではないか，と思われる．他方で，使途特定化補助金を対象にし

て得られたεの推定値を時系列的に比較すると，昭和60年度においては，ε

の値が，昭和55年度よりも小さくなっているものの，昭和55年度までは，年

々大きな値をとる傾向にあった．それゆえ，依然として，使途特定化補助金は，

一般補助金と比べれぱ，効率をより重視した補助金であるものの，昭和55年

度までは，効率よりも地域間の平均所得の絹対的な平等を年々重視しつつあっ

たと考えられる．
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地域間所得の不平等回避と補助金の分配 （η）

　ここで，KP型のケースと同様に，CES型の効用関数を用いたケースにつ

いても，一人当たりの最適な補助金と地域の平均所得との関係について考えて

みよう．第3節で得られた結論は，ε＞1ならぱ，一人当たりの所得が大きい

地域ほど，一人当たりの補助金を少なく分配することが望ましく，ε＜1なら

ぱ，一く当たりの所得が大きい地域ほど，一人当たりの補助金を多く分配する

ことが望ましいというものであった．そこで，εの推定値が1より大きいか否

かを検討してみると，各分析対象年度において，一般補助金を対象にして得ら

れたεの推定値と使途特定化補助金を対象にして得られたεの推定値の両方と

も，1％水準で有意に1より大である．それゆえ，CES型のケースにおいても。

KP型のヶ一スと同様に，中央政府は，一人当たりの所得が大きい地域ほど，

一人当たりの補助金を少なく分配していると予想される・実際に，中央政府は・

一人当たりの所得が犬きい地域ほど，一人当たりの補助金を少なく分配する傾

向があるので，この結論は現実とも一致している・

5結論

　本稿は，対外援助を分析したBehman　and　Sah（1984）のモデルを地方

財政の分野に応用し，中央政府が地方に補助金を分配するとき・中央政府がい

かに効率と平等のトレードオフに直面しているのかを定量的に分析することを

目的としてきた．そして，実際に，一般補助金と使途特定化補助金を対象に分

析を行なった結果，中央政府が，効率のみならず，絶対的な意味においても相

対的な意味においても，地域間の平均所得の不平等回避にも重要性を与えてい

ることが定量的に明らかになった．

　しかし，本稿の分析には，いくつかの問題点があるので，最後にそれを指摘

しておこう．

　第ユの問題点は，不平等回避バラメーターを推定する際に，地域への補助金

に関する地域所得の弾カ性を全ての地域で同じと仮定していることである。通

常，地域への補助金に関する地域所得の弾カ性は地域間で異なると考えられる

が，本稿では，不平等回避パラメーターの推定を容易にするために。地域への

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8圭9



（78）　　　　　　　　　　一橋論叢　第101巻　第6号

補助金に関する地域所得の弾カ性を一定と仮定した．それゆえ，本稿で得られ

た結論は・このような強い仮定の下で得られたことに注意する必要がある．

　第2の問題点は・補助金が地域の所得発生に寄与する効果にラグを仮定して

いないということである．通常，ある期の補助金は，その期の所得発生のみな

らず・それ以降の期の所得発生にも寄与すると考えられるが，本稿では，単純

化のために，ある期の補助金は，その期の所得発生にのみ寄与するという仮定

を置いた．

　第3の問題点は，地域間平均所得の不平等回避バラメーターを推定するのに

使われた推定式において，地域所得に対す1る最適な補助金の比率が，地域の平

均所得によってのみ説明されている点である．本稿で使用した推定式は，少な

いデータで地域間平均所得の不平等回避バラメーターを推定できるという利点

をもつ反面，推定式の説明変数として，地域の平均所得以外の他の重要な変数

を落としている可能性がある・本稿では，できるだけアドホヅクな変数は使い

たくないという立場から，地域の平均所得のみを説明変数として使用したが，

この変数以外に最適な補助金の決定に重要な影響を与える変数があるとすれぱ，

本稿で得られた地域間平均所得の不平等回避パラメーターは何らかのバイアス

をもつことになろう．

　それゆえ，今後，中央政府による地域間平均所得の不平等回避パラメーター

をより厳密に推定するためには，上記のような問魑点を考慮しつつ，実証モデ

ルに修正を加えていくことが必要になろう．

＊　本稿の内容改善に当たり1貴重なコメントを下さった野口悠紀雄教授ならぴ野ロ

　ゼミナール（大学院）のぜミナリスト・副ゼミナリストの方々に感謝します．なお，

本稿の記述に関する一切の責任は，著者が負うものである．

　1）　それゆえ，本稿では，地域内での所得の不平等は分析の対象としない．

　2）本稿では・補助金の分配面に焦点を当て，補助金がどのようにして集められたの

　　かという面を考慮していないので・所得としては，税引前の地域所得を考えている．

　3）KP型の効用関数は，Blackorby　andDonaldson（1980）によって詳しく諭じら

　　れた．このよう左効用関数を周いた論文として，Be㎞皿anand　Craig（1987），Craig
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　（1987a），C閉ig（1987b）がある．ただし，彼らの論文では，γの前のマイナスの

　符号がとれているので，アはγ≦0の値をとる・

4）地方譲与税，地方交付税，国庫支出金のデータの出所は・r地方財政統計年報」・

　自治省編集，地方財務協会発行に拠る（単位は1000円）．

5）県内所得として、県内純生産を用いた．データの出所は，「県民経済計算年報」，

　経済企画庁経済研究所，大蔵省印刷局発行に拠る（単位は1000円）。

6）昼間人口のデータの出所は，「国勢調査報告」，総務庁統計局絹集・発行に拠る。

7）推定式の計算に当たっては，一橋大掌情報処理センターの電子計算機を利用させ

　ていただいた．
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